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キャリアパス導入を契機に、研修シス

テムを構築・組織体制を整備 

 

社会福祉法人中信社会福祉協会は、４つの障害

者支援施設の他、就労移行支援、就労継続支援B

型事業所、共同生活援助など、主に障がい者サー

ビスや相談支援事業を展開しています。特に長野

県でも数が少ない、重度の身体障がいを抱えた方

たちのグループホームも運営しています。同法人

の理念でもある「重い障がいを抱えていても地域

で普通に暮らす」というノーマライゼーションの

思想の実現に近づく、「車いす等の障がいの特性

に対応したグループホーム」です。 

こうした取り組みを進めている同法人がキャ

リアパスを導入した契機は、「介護職員処遇改善

交付金」が創設されたことでした。 

同法人は以前より「福祉は人なり」「サービス

の質は職員の質である」との考えが基盤であった

ことから法人全体で、または各施設において積極

的に研修を行っていました。ですが、各施設ごと

連携することもなく、研修も体系的ではありませ

んでした。 

そこで、介護職員処遇改善交付金の申請をきっ

かけに、体系的な研修システムの構築と組織体制

の整備に乗り出しました。 

 

キャリアパスを自己研鑽のツールと

して周知・活用する 

 
同法人のキャリアパスは「職員の職責、求めら

れる能力、習熟に必要な業務教育などを周知し、

それに向け研修・自己研鑽を図る」ために定めら

れています。 

この「研修・自己研鑽」を可能にするのは、同

法人のキャリアパスに「知識」「技術」「価値と倫

理」の項目が盛り込まれていることで、キャリア

パスと個別研修計画が連動した自己研鑽ツール

としてシステム化したからです。（図表１・２） 

 

キャリアパスと評価・研修計画を

連動させることで、人材育成を促

進 

社会福祉法人中信社会福祉協会は昭和 52

年に設立認可され、松本地域で障がいのある

方々を中心に、地域との連携のもと、暮らし

や活動の場を提供して、より良い生活への援

助や幸せを支えている法人です。 

県下でも事業規模の大きい社会福祉法人の

１つですが、同法人でキャリアパスを導入し

たのは、介護職員処遇改善交付金がきっかけ

でした。 

この機会を有効活用して、以前から取り組

んでいた職員の「自己覚知」を促すアセスメ

ントを組み込んだ人材育成システムを構築

し、そのシステムをキャリアパスと連動させ

る形へ改良。さらに、「使いやすい」「理解

しやすい」ものへと改良を重ね、職員の自己

研鑽を促す工夫がされています。 

 
 

名称 社会福祉法人中信社会福祉協会 

設立 昭和 52 年 7 月 

所在地 松本市梓川梓 2288 番地 3 

事業 障害者支援施設、障害福祉サー

ビス事業、特定相談支援事業、

地域活動支援センターの受託運

営、共同生活援助、宅幼老所他 

従業員数 260 名 
 

事例④ 社会福祉法人中信社会福祉協会 
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研修計画を法人全体での課題解決に

向けて共有化し、個人の研修計画を全

体化 

 

キャリアパスの各対応職に対して知識・技術・

価値と倫理が付加されているのは、この「知識・

技術・価値と倫理」は各階層の「求められる能力」

を培うために必要な要素となるためです。 

そのため、各階層の「知識・技術・価値と倫理」

に基づき、職員個々が年度当初に自己をアセスメ

ントして年度ごとの目標を立て、研修、自己研鑽

を実施する「個別研修計画」（図表４）の策定が可

能なようにシステム化されています。 

研修計画作成過程で必ず直属の上司と面接（年

3 回）を行い、自己評価に加え上司とともに再ア

セスメントを行います。これにより、職員が自身

の課題を抽出し不足している部分やさらに力を

習熟に必要な業務教育必要経験

経

営

職

本部長
施設長

経営幹部であり、最

終的な経営責任を負
う

・本部長の職責又は
施設長の職責

・施設の経営資源把握と

調整戦略の策定方針の明

示・浸透

・施設計画の進捗管理

・管理職育成

・計数管理（経営指標に基

づく判断）

※ビジョン力（経営戦略設定能力）
・自らの公益性を理解し、他機関や行政に働きかけ、連携・協働を通じて地域の福祉向

上に貢献する
※問題の把握能力、判断能力、チーム解決能力

・運営統括責任者として、自組組織目標を設定し、計画を立てて遂行する

※法人組織全体の統率能力、経営管理能力
・法人全体の経営の安定と改善に寄与する

※統率力と職員育成能力
・必要な権限に委譲を行い、部下の自主性を尊重して自律的な組織運営環境を整える

※人事労務管理能力
・人材育成、組織改革、法令遵守の徹底などを通じて、自組織を改善・向上させる

※財務管理能力（財源調達管理、資産管理、債務管理など）

※理事会と現場の橋渡し能力

（管理職研修に加えて）

・戦略策定研修

戦略・方針実践研修

・経営指標管理研修（上

級）

４級 施設長資格

管
理

職

課長
専門職

部門の運営責任を負

う
・課長又は専門員の

職責

・施設の経営資源把握と

調整戦略の策定方針の明

示・浸透

・施設計画の進捗管理

・部下の育成

・計数管理（経営指標に基

づく判断）

・欠員時のサポート

※施設長、常務理事、本部長、理事長への橋渡し能力（提言能力など）

※部門の他職種をマネジメントして、チームアプローチを進める能力

・業務執行責任者として、状況を適切に判断し、部門の業務を円滑に遂行する
※部門業務進行管理能力

※業務問題・課題発見能力
・業務課題解決への企画能力

※業務マニュアル作成・改訂能力
※部門組織経営能力（財務管理、職員管理など）

※統率力とチーム解決能力を高める能力

※職員育成能力
・職員の育成と労務管理を通じて組織の強化を図る。

・軽軽環境を理解し、上位者の業務を代行する。
・他部門や地域の関係機関と連携・協働する。

・教育研修プログラムを開発・実施・評価する。

（監督職の研修に加え

て）

業務管理研修

セカンドステップ研修

４級

介護福祉士

社会福祉士
精神保健福祉士

管理栄養士等

監
督

職
係長

チームやユニットを管

理運営している。部下

を指導している。
・係長の職責

（上級業務に加えて）

・チームの管理・調整

・チームの経営指標把握

・部下指導育成

・リスクマネジメント

・緊急対応

・地域・他組織との連携

・入所・退所の対応

・部下指導育成研修

・リスクマネジメント研修

・経営指標管理研修(初

級）

・地域連携研修

３級

上
級

主任

難解な業務をこなし、

部下指導をしている。

・主任の職責

（中級業務に加えて）

・サービス品質管理

・家族対応

・地域、他機関、他職種と

の連携・協力業務

（中級の研修に加えて）

・労務研修

・サービス品質管理研修

・ファーストステップ研修

※チームアプロ―とを実践できる能力

・チームのリーダーとして、メンバー間の信頼関係を築く

※業務進行管理能力
・チームの目標を立て、課題解決に取り組む

・地域資源を活用して業務に取り組む
※業務マニュアルの改善を提案できる能力

・マニュアルの進行管理を行い、上位者に提言する。
※スーパー売ず（部下への指導・教育・支援）能力

・教育指導者として、指導・育成等の役割を果たす。

※実務における高度な知識・技術力
・当該分野の高度かつ適切な技術を身につけ、同僚・後輩に対してのモデルとなる

任用の要件
順位 対応役職 職責（役割） 職務内容 求められる能力 給与 相当の知識・技術

介護福祉士

社会福祉士

精神保健福祉士
管理栄養士等

監
督
職

上
級

中
級

（初級の知識に加えて）
・社会福祉主事過程程
度の知識

（初級の技術に加えて）
・後輩指導
・定型業務を独立して行え
る能力
・チームアプローチの理
解と協働能力
・記録を整理し、上司へ報
告・相談ができる

（初級の価値と倫理に
加えて）
・専門職としての価値と
倫理

初
級

・ヘルパー2級程度の知
識
・施設におけるルーチン
ワーク

・個別支援計画策定
・ケース記録
・利用者、家族とのコミュ
ニケーション能力
・施設におけるルーチン
ワーク
・上司への報告・相談
・観察力

・法人理念の理解
・法人倫理規定の理解
・施設運営方針の理解
・職業倫理
・社会人としてのマナー
・施設・組織のルール

価値と倫理

（中級の価値と倫理に
加えて）
・各職能団体倫理綱
領、行動規範

順位

（中級の技術に加えて）
・スーパービジョン
・人間関係の調整
・OJT
・業務マニュアル作成・改
訂
・チームアプローチを実践
できる能力
・業務進行管理能力
・実務における高度な知
識・技術力

知識 技術

（中級の知識に加えて）
・国家資格、筆記試験合
格程度の知識
・スーパービジョン論
・権利擁護
・社会福祉施設経営管
理論
・苦情解決システム
・リスクマネジメント論
・コミュニケーションと
チームワーク
・ケアマネジメント
・施設会計の基礎

（図表１：キャリアパス） 

4月中

個別研修計画作成

ヒアリング時期

モニタリング・評価

３月中

まとめ・評価

次
の
計
画
に
反
映

（図表２：知識・技術・価値と倫理部分（抜粋）） 

 

 

 

 

【個別研修計画の手順】 
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つけたい領域を明確化することで、職員が自らの

目標を持って研修が実施できるシステムです。 

 また、個別研修計画表は「自己覚知」が可能な

ように「勤務態度・基本姿勢」「価値・倫理」「知

識・技術」について項目立ててあり、１～５段階

評定で自己評価を実施し、解決したい課題の優先

順位をつけ整理を行うとともに、自己課題を文章

化するようになっています。 

 そして年度末に上司とともに課題への取り組

み状況、課題解決度を振り返り、最終評価・検証

を行います。こうして洗い出しした解決していな

い課題については、次の年度へ反映させるという

PDCAサイクルが成り立っています。 

同法人では研修計画を下記の３つに細分化し

ています。 

法人内で役職横断的に研修計画策定委員会を

設置し、（前述の）個別研修計画から職員が求め

ている研修を抽出して、現場の声を反映させる法

人全体の研修計画を企画しています。この過程で

各施設単独で実施する研修も包括され、最終的に

階層毎に必修の研修が、「いつ」「どこの施設（又

は外部研修）で」「どんな内容なのか」が、一目で

わかる全体の研修計画を立てています。（図表５） 

 ③からもわかるとおり、資格取得も重要視して

（図表３：個別研修計画表（抜粋）） 

【研修を細分化】 

①「OJT（職務を通じての研修）」 

②「OFF-JT(職務を離れての研修)」 

③「SDS（自己啓発）※資格取得も含む」 

（図表４：研修計画（抜粋）） 

5月 6月

嘱託・
パート
臨時

・職業倫理、マナー研修
講義：内部講師
グループワーク：内部講師

初級

中級

上級
・地域資源とネットワーキング
・地域資源としての中信社会
福祉協会の役割

管理・経

営職

・福祉施設の経営について

講師：村岡氏

全体

権利擁護研修

講義：外部講師
・障害者相談支援従事者初任
者研修

・接遇、コミュニケー

ション研修
講義：外部講師
グループワーク：ファシ
リテーター（内部）階

層
別

O
F
F
-

J
T

区分
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いるため、国家資格受験対策勉強会を開いたり、

職免制度や資格手当を支給する制度などを整備

し、法人全体で国家資格取得を奨励しています。

その結果、社会福祉士や介護福祉士の国家資格の

取得が進みました。 

しかしながら、国家資格取得がゴールではあり

ません。同法人では国家資格取得は「スタートラ

イン」であり、取得後から自己研鑽が始まる、と

の考えが根底にあります。 

そのうえ、同法人では職員の職能団体への加入

率が高い事実があります。そのため同法人では、

職能団体の持つ、 

・研修機能 

・ネットワーク機能 

 ・社会改良機能 

を、大いに活用しています。 

なお、職能団体の主催するシステム化された研

修に職員が参加することは、法人職員にとって他

事業所や職種間の全県的なネットワークを構築

する大切な機会にもなっています。 

 

若者世代の離職防止のため、 

新人教育にチューター制を試行導入 

 新任研修は法人全体で年度当初に３日間かけ

て、基本理念や医療知識、社会人のマナーなどの

座学と法人内の施設見学を合わせて行います。そ

して秋にはフォローアップ研修が行われます。 
その他、年度当初は各施設で異動職員も含めて

マニュアルに沿って座学を行い、主任・係長が現

場においてＯＪＴを常に実施しています。 

さらに新人教育に関しては、今年度（平成 28年

度）から試行的に導入しているのが、「チュータ

ー制」です。 

例年、離職者が少ない同法人ですが、昨年に新

任職員の離職があったため対応に悩んでいたと

ころ、県下のある法人から「『チューター制』を実

施したところ、効果があった」との話を聞いたこ

とから、その法人からノウハウを教えてもらい、

現在、法人内の二つの施設で試行的に取組んでい

ます。 

チューターは入職１～２年目の職員で、同性を

基本として配置しています。変則勤務であること

から、ノートをコミュニケーションツールとして

利用することで、仕事上の指導やアドバイスだけ

でなく、悩みなども共有することができます。ま

た、ツールに頼るだけではなく会話もしっかりと

交わしているため、チューターは新任職員の「心

の支え」になっている、との良い効能が出始めて

います。 

社会福祉法人 中信社会福祉協会 

障害者支援施設ささらの里 施設長 

      三村 仁志さん 

☞ 本事例のポイント 
● キャリアパスを自己研鑽のツールとして利用し、職員個々の研修計画と連動 

● 個別研修計画からボトムアップ方式で現場の課題を抽出・把握し、法人全体の研修計

画に反映 

キャリアパスと個別研修計画を連動させ、研修を

体系化したことで、職員にキャリアパスの必要性と

理解が進みました。それに伴い、県社会福祉協議会

が実施しているキャリアマネージャー養成課程を

受講した職員が研修計画を策定し、キャリアパス自

体の改良に主体的に参加しています。 

人材確保が難しい時代に入り、いかに福祉の職場

が魅力的か待遇面も含めて発信していくことが必

要です。その上でしっかりした人材育成理念を組織

の隅々まで共有して、職員個々がモチベーションを

もって自己研鑽できる組織にしていくことが理想

です。 

ご担当者からのひとこと 


